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趨鱗弯iメ
キ
シ
コ
で
は
、
２
０
１

３
年
か
ら
エ
ネ
ル
ギ
ー
改
革

を
進
め
て
い
る
。
こ
れ
ま
で

国
営
企
業
が
独
占
し
て
き
た

電
力

・
石
油

・
天
然
ガ
ス
市

場
が
自
由
化
さ
れ
、
外
資
を

合
む
民
間
企
業
の
参
入
が
活

発
化
し
て
い
る
。

‐６
年
１２
月
に
は
石
油
の
大

水
深
鉱
区
を
対
象
と
す
る
入

札

で
国

際
石
油
開
発
帝
石

（
Ｉ
Ｎ
Ｐ
Ｅ
Ｘ
）
が

一
部
の

鉱
区
を
落
札
。
電
力
で
も
三

菱
日
立
パ
ワ
ー
シ
ス
テ
ム
ズ

が
天
然
ガ
ス
火
力
発
電
所
向

け
の
ガ
ス
タ
ー
ビ
ン
な
ど
を

胸
降
附

和
↑
雉
鱗
“
端
律
嫁
隠
々
醸

＋

よ

　
く
の
需
要
家
が
ガ
ス
自
由
化

，

ｔ

　
の
恩
恵
を
受
け
る
の
は
１８
年

尊
”
獅

ф
鶴
オ
嵯
枷
持
眸
磐

活 ノ、 者
弾
蜘

た
ガ
ス
価
格
を
売
り
に
し
て

積
極
的
な
営
業
を
始
め
て
お

り
、

メ
キ
シ
コ

・
ガ
ス
市
場

え
て
見
直
し
た
、
最
新
の
産

業
部
門
に
お
け
る
ガ
ス
需
要

予
測
で
は
、

１８
年
以
降
の
伸

び
率
は
基
準
シ
ナ
リ
オ
で
年

０

・
８
％
に
と
ど
ま
る
と
い

う
、
悲
観
的
な
見
通
し
だ
。

し
か
し
、
米
国
の
シ
ェ
ー

ル
ガ
ス
生
産
が
当
面
は
継
続

し
価
格
が
低
位
安
定
す
る
こ

と
を
踏
ま
え
る
と
、
自
由
化

に
よ
る
競
争
と
相
ま

っ
て
ガ

ス
需
要
が
増
加
し
、
上
位
シ

ナ
リ
オ

（年
２
％
増
加
）
が

現
実
と
な
る
可
能
性
が
あ
る

の
で
は
な
い
か
。
ガ
ス
需
要

が
増
え
れ
ば
様
々
な
ビ
ジ
ネ

ス
チ
ャ
ン
ス
が
期
待
で
き
る

こ
と
か
ら
、
近
々
開
始
さ
れ

る
北
米
自
由
貿
易
協
定

（
Ｎ

Ａ
Ｆ
Ｔ
Ａ
）
再
交
渉
を
横
目

で
見
な
が
ら
、

メ
キ
シ
コ

・

ガ
ス
市
場
の
動
向
を
把
握
す

る
こ
と
を
お
勧
め
す
る
。
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囚
ア

ジ

ア

ログ

ロ

ー

バ

ル

多
数
受
注
し
、
日
系
企
業
の

さ
れ
て
い
た
。
小
売
り
の
み

し
、
需
要
家
へ
販
売
す
る
こ

　

１６
年
Ｈ
月
に
は
、
幹
線
パ

存
在
感
が
高
ま
っ
て
い
る
。
　
が
自
由
化
さ
れ
、
入
札
で
選

と
が
可
能
と
な

っ
た
。
ま
た
、

／
プ
ラ
ギ
ン
を
管
理
す
る
Ｃ

一
方
、
エ
ネ
ル
ギ
ー
改
革

定
さ
れ
た
事
業
者
に
１２
年
間

政
府
に
よ
る
価
格
規
制
も
段

Ｅ
Ｎ
Ａ
Ｇ
Ａ
Ｓ

（国
家
天
然

以
前
の
ガ
ス
市
場
は
、
天
然

の
地
域
独
占
が
認
め
ら
れ
る

階
的
に
解
除
さ
れ
る
こ
と
か

ガ
ス
管
理
セ
ン
タ
ー
）
が
容

ガ
ス
の
生
産

（輸
入
合
む
）

程
度
だ

っ
た
。
　
　
　
　
　
　
ら
、
現
状
は
日
系
企
業
の
参

量
の

一
部
を
入
札
に
か
け
て

。
輸
送

・
卸
売
は
国
営
石
油

　

そ
の
ガ
ス
市
場
も
エ
ネ
ル

入
な
ど
目
立

っ
た
動
き
は
ま

お
り
、
英
Ｂ
Ｐ
や
化
学
メ
ー

会
社
ペ
メ
ッ
ク
ス
が
ほ
ぼ
独

ギ
ー
改
革
に
よ

っ
て
、
生
産

だ
無
い
も
の
の
、
電
力
や
石

カ
ー
の
マ
ン
界
ス
ト
リ
ア

・

占
し
て
お
り
、
卸
売

・
小
売

か
ら
小
売
り
ま
で
の
す
べ
て

油
と
同
様
に
民
間
企
業
の
参

デ
ル

・
ア
ル
カ
リ
が
落
札
し

価
格
も
政
府
に
よ

っ
て
規
制

に
つ
い
て
民
間
企
業
が
参
入

入
が
始
ま
っ
て
い
る
。
　
　
　
た
。
こ
れ
に
よ
り
、
ペ
メ
ッ
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ク
ス
を
関
与

米
国
勢
、相
次
ぎ
拠
点
開
設

築
朝

き
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と ゛
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▼アイルランド、バラッカー新内閣発足、経

済成長の加速に期待

アイルランドではエンダ 。ケニー首相の辞

任に伴う首相選出の投票が14日 に議会下院

で行われ、与党・統一アイルランド党のレ

オ・ バラッカー党首が新首相に就任、即日

閣僚名簿を発表 した。経済成長の加速、英

国の欧州連合 (EU)離脱 (ブ レグジット)

交渉への対応などで、その手腕が注目され
iる

。外務・貿易相にはサイモン・ コーブニ

ー前住宅相が就いた。コーブニー氏は一般

党員からの支持も厚 く、党内の結束を強化

することも狙いといえそうだ。

(vvv.jetrO.go.jp/biznews/2017/06/f672b

9ca83d35b7c)

▼韓国、2016年の自動車生産と輸出は不振

韓国の2016年 の自動車生産台数は前年比

7.2%減の 422万 8509台 、国内販売台数 (輸

入車を除 く)は 0.7%増の 160万 154台 と

なった。輸出台数は11.8%減 の 262万1715

台、金額では12.1%減 の373億9560万ドル(約

4兆2000億円)と振るわなかった。新興国

の景気鈍化と主カメーカーのス トライキに

よる生産中断が響いた。また輸入乗用車の

販売台数は 7.6%減の22万5279台 にとどま

った。一方、17年 1～ 4月 の動向をみると

生産と輸出は前年同期比で微減、国内販売

は同水準を維持 している。

(www.jetrO.g6.jp/biznews/2017/06/89851

7a0076a7766)

▼中国、山東省が最低賃金を改定、前年比

5,8%の上昇

中国の山東省は 5月 、法定最低賃金の改定

を発表 した。月額最低賃金は前年比 5,8%
上昇 し、省都の済南市などを含む 1類地域

では1810元 (約 3万円)と なった。上昇率

は前年を下回り、過去最低水準。また2017年

の賃金ガイ ドラインも併せて発表され、賃

金上昇率の下限値を3.0%、 基準値を7.5%、

上限値を12.0%と設定 した。山東省は1994

年からこれまで最低賃金を15回改定 してお

り、2010年からは毎年 1回改定 してきたが、

伸び率は年々低下 している。

(vww.jetrO.gO.jp/biznews/2017ッ /06/86acf

8c12b2acObc)′

www.businesswireocom/

▼アイルランド調査会社のリサーチ・ アンド

・マーケッツ、国際的な航空救急輸送の市

場は年平均、約10.5%で成長すると予測と

2025年には市場規模が約91億ドル(約 1兆円)

に達するとしている。

(httpt//wwv.researcha■ dmarkets.com/res

earch/kspc3d/globalコ ir)

▼米高級ホテルチェーンのハイアット・ホテ

昇拶幻肝聯

"傷

窃,コ

ンサル三木優氏

メ
キ
シ
コ
の
ガ
ス
市
場
は
ペ
メ

ッ
ク
ス
が
ほ
ぼ
独
占
し
て
い

た

（グ
ア
ナ
フ
ア
ト
州
の
精
製
所
）
＝

ロ
イ
タ
引

な

っ
た
。

例
え
ば
、
安
価
な
米
国
産

シ

ェ
ー
ル
ガ
ス
を
調
達
し
、

そ
の
ガ
ス
を
民
間
企
業
が
容

量
を
確
保
し
た
幹
線
パ
γ
プ

ラ
イ
ン
を
通
じ
て
輸
送
し
、

地
域
の
ガ
ス
小
売
事
業
者
に

卸
売
す
る
と
い
う
ル
ー
ト
が

考
え
ら
れ
る
。

た
だ
し
、
現
状
で
は
、
価

格
規
制
の
撤
廃
や
政
省
令
レ

は
熱
気
に
包
ま
れ
て
い
る
。

ベ
ル
で
の
詳
細
な
ル
ー
ル
の

　

メ
キ
シ
コ
政
府
が
ト
ラ
ン

整
備
が
行
わ
れ
て
い
な
い
た

プ
米
大
統
領
の
就
任
を
踏
ま

通商 gム幸風か ら (ジェトロ酉己信 )

メキシコのガス市場本格開放

(出所)メキシコエネルギー省資料から日本総研作成
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25 億立方フィート/日

上位シナリオ
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ビジネスワイヤから

ア
ジ
ア
の
中
で
も
中
国
で
金
融
関
連
ア

プ
リ
の
利
用
が
急
速
に
進
ん
で
い
る
。
米

調
査
会
社
の
ア
ッ
プ
ア
ニ
ー
に
よ
る
と
、

中
国
の
金
融
関
連
ア
プ
リ
の
ダ
ウ
ン
ロ
ト

ド
数
は
２
０
１
６
年
に
約
６
億
と
、

１４
年

か
ら
３
倍
以
上
に
増
え
、
東
南
ア
ジ
ア
や

日
本
の
伸
び
を
上
回

つ
た
。

タ
ク
シ
ー
や

公
共
料
金
の
支
払
い
な
ど
モ
バ
イ
ル
決
済

が
普
及
し
て
い
る
ほ
か
、
株
式
投
資
用
の

ア
プ
リ
の
人
気
も
根
強
い
。

米
ア
ッ
プ
ル
の

「
ア
ッ
プ

ス
ト
ア
」
や
米
グ
ー
グ
ル
の

「
グ
ー
グ
ル
プ
レ
イ
」
で
モ

バ
γ
ル
決
済
や
資
産
運
用
な

ど
金
融
関
連
ア
プ
リ
の
ダ
ウ

ン
ロ
ー
ド
数
を
調
べ
た
。

中
国
の
金
融
ア
プ
リ
の
ダ

ウ
ン
ロ
ー
ド
数
は
１６
年
に
５

億
９
３
０
０
万
で
、

１４
年
の

１
億
７
７
０
０
万
の
３

●
４

倍
だ

っ
た
。
ゲ
ー
ム
を
除
い

た
交
流
サ
γ
卜

（
Ｓ
Ｎ
Ｓ
）

や
動
画
投
稿
な
ど
の
ア
プ
リ

の
伸
び
率

（約
７５
％
増
）
を

大
き
く
上
回
る
。
東
南
ア
ジ

ア
で
も
金
融
ア
プ
リ
の
ダ
ウ

ン
ロ
ー
ド
数
が
約
２

・
５
倍

に
な

っ
た
が
、
中
国
は
そ
れ

を
超
え
る
ペ
ー
ス
だ
。

ア
ッ
プ
ア
ニ
ー
の
ア
ル

・

キ
ャ
ン
パ
最
高

マ
↓
ケ
テ
ィ

ン
グ
責
任
者

（
Ｃ
Ｍ
Ｏ
）
が

「
中
国
の
大
都
市
で
は
現
金

を
持
た
ず
に
生
活
す
る
こ
と

も
可
能
」
と
話
す
よ
う
に
モ

バ
イ
ル
決
済
が
急
速
に
普
及

し
て
い
る
。

中
国
の
電
子
商
取
引

（
Ｅ

Ｃ
）
最
大
手
、
ア
リ
バ
バ
集

団
が
手
が
け
る
電
子
決
済

「
支
付
宝

（
ア
リ
ベ
イ
）
」

な
ど
が
け
ん
引
し
た
。
ア
リ

ペ
イ
の
普
及
率
は
７
割
に
迫

る
と
い
う
。
ア
リ
ペ
イ
と
並

ぶ
決
済
サ
ー
ビ
ス

「微
信
支

付

（
ウ

ィ
ー
チ

ヤ

ッ
ト
ペ

γ
）
」
は
対
話
ア
プ
リ
の

一

機
能
の
た
め
、
今
回
の
調
査

対
象
に
は
入

っ
て
お
ら
ず
、

中
国
で
の
電
子
決
済
は
調
査

結
果
以
上
に
普
及
が
進
ん
で

い
そ
う
だ
。

中
国
で
は
１５
年
夏
に
株
価

の
急
落
が
あ

っ
た
も
の
の
、

投
資
関
連
ア
プ
リ
の
人
気
も

根
強
い
。
主
要
証
券
市
場
の

株
価
情
報
や
専
門
家
の
助
言

を
提
供
す
る
ほ
か
、
投
資
家

同
士
の
交
流
な
ど
サ
ー
ビ
ス

が
多
様
化
し
て
い
る
。

ア
リ
バ
バ
集
団
や
京
東
集

団
な
ど
Ｅ
Ｃ
大
手
も
顧
客
基

盤
を
活
用
し
、
独
自
の
投
資

ア
プ
リ
を
提
供
し
て
い
る
。

ア
リ
ペ
γ
の
ア
カ
ウ
ン
ト
を

活
用
し
、
資
産
運
用
の
た
め

の
入
金
を
す
る
こ
と
も
で
き

る
と
い
う
。

一
方
、
日
本
は
１６
年
に
３

８
０
０
万
ダ
ウ

ン

ロ
ー
ド

と
、

‐４
年
か
ら
の
伸
び
率
は

３６
％
に
と
ど
ま

っ
た
。
日
本

は
Ｅ
Ｃ
や
ゲ
ー
ム
、
Ｓ
Ｎ
Ｓ

な
ど
の
モ
バ
γ
ル
サ
ー
ビ
ス

は
広
が

っ
て
い
る
が
、
Ａ
Ｔ

Ｍ
な
ど
イ
ン
フ
ラ
整
備
が
進

ん
で
い
る
こ
と
も
あ
り
、
金

融
系
ア
プ
リ
の
普
及
は
遅
れ

て
い
る
。
ア
ル

・
キ
ャ
ン
パ

Ｃ
Ｍ
Ｏ
は

「
文
化
的
に
現
金

社
会
で
あ
る
の
に
加
え
、
規

て
い
る
こ
と
で
、
外
国
企
業
が

ミ
ャ
ン
マ
ー
企
業
に
直
接
出
資

す
る
と
い
う
戦
略
は
足
止
め
を

食
う
。

ア
ウ
ン

・
サ
ン

・
ス
ー

・
チ

ー
国
家
顧
間
が
率
い
る
現
在
の

国
民
民
主
連
盟

（Ｎ
Ｌ
Ｄ
）
政

権
に
つ
い
て

「経
済
政
策
の
方

向
性
が
見
え
な
い
」
と
い
う
不

満
の
声
は
強
い
。

「
耳
ン
フ
フ

開
発
が
重
要
」
な
ど

一
般
論
は

議
論
で
き
て
も
具
体
案
を
詰

め
、
政
策
を
実
行
に
移
す
の
は

得
意
で
は
な
い
よ
う
だ
。
ミ
ャ

ン
マ
ー
に
は
武
装
勢
力
と
の
和

平
交
渉
や
外
交
と
い
っ
た
政
治

制
緩
和
の
面
で
も
ほ
か
の
ア

ジ
ア
諸
国
の
方
が
ス
ピ
ー
ド

感
が
あ
る
」
と
指
摘
す
る
。

日
本
で
は
個
人
間
送
金
の

際
に
も
、
本
人
確
認
の
書
類

が
必
要
に
な
る
な
ど
、
他
国

よ
り
時
間
が
か
か
る
ケ
ー
ス

が
多
い
と
い
う
。

ア

ッ
プ

ア

ニ
ー

に
よ
る

と
、
金
融
ア
プ
リ
と
と
も
に

顔
や
音
声
に
よ
る
認
証
機
能

も
広
が

っ
て
い
る
。
ア
ジ
ア

で
は
よ
り
実
践
的
に
関
連
技

術
を
向
上
さ
せ
る
場
が
整

っ

て
い
る
と
言
え
そ
う
だ
。

（安
西
朋
秀
）

課
題
も
山
積
す
る
。

ス
ー

・
チ

ー
氏
が
そ
れ
ら
に
注
力
す
る

間
、
経
済
政
策
を
け
ん
引
で
き

る
人
材
が
い
な
い
。

ミ
ャ
ン
マ
ー
の
経
済
成
長
率

は
７
％
台
と
、
ア
ジ
ア
の
中
で

も
高
い
。
２
０
１
６
年
度
は
政

権
移
行
期
で
外
国
企
業
も
地
元

財
閥
も

「
様
子
見
」
の
姿
勢
だ

っ
た
こ
と
も
あ
り
、
減
速
は
や

む
を
得
な
い
面
も
あ

っ
た
。
会

社
法
の
行
方
も
合
め
、
今
年
度

は
Ｎ
Ｌ
Ｄ
政
権
の
経
済
運
営
に

対
す
る
本
気
度
と
能
力
が
試
さ

れ
る
１
年
と
な
る
。

（ヤ
ン
ゴ

ン
＝
新
田
裕

一
）

ダ
ウ
ン
ロ
ー
ド
、
２
年
で
３
．
４
倍

中
国
で
は
電
子
決
済

「
支
付
宝

（
ア
リ
ペ

イ
ー
な
ど
が
急
速
に
普
及
す
る
Ｈ

ロ
イ
タ
ー

昨年決済普及や株投資人気

経済政策への不満強まる

ミ
ャ
ン
マ
ー
で
新
会
社
法
の

一

審
議
が
遅
れ
て
い
る
。
新
法
下

で
は
、
不
動
産
の
所
有
が
認
め

ら
れ
な
い
な
ど
経
済
活
動
に
制

約
を
受
け
る

「外
国
企
業
」
の

要
件
を
見
直
し
、
外
国
人
や
外

す
る
と
さ
れ
て
い
た
だ
け
に
、

関
係
者
は
法
案
の
先
行
き
に
や

き
も
き
し
て
い
る
。

他
の
新
興
国
と
同
様
、
外
国

投
資
の
誘
致
は
ミ
ャ
ン
マ
ー
の

経
済
政
策
の
根
幹
を
な
す
。
会

社
法
の
起
車
作
業
は
完
了
し
て

お
り
、
議
会
で
の
審
議
待
ち
の

段
階
。
も
と
も
と
は
４
月
に
は

本
格
運
用
が
始
ま

っ
た
投
資
法

と
同
じ
時
期
の
成
立

一
施
行
が

見
込
ま
れ
て
い
た
が
、
大
幅
に

遅
れ
て
い
る
。
現
在
は

「
年
内

に
は
何
と
か
成
立
す
る
」
と
い

う
見
方
が
支
配
的
に
な
り
つ
つ

あ
る
。
会
社
法
の
審
議
が
遅
れ

国
企
業
の
出
資
比
率
が
３５
％
ま

で
で
あ
れ
ば

「
国
内
企
業
」
と

み
な
さ
れ
る
見
通
し
。
従
来
は

１
％
で
も
外
国
か
ら
の
出
資
が

合
ま
れ
れ
ば
外
国
企
業
と
扱
わ

れ
た
。
当
初
、
今
年
春
に
成
立

遅れ【マンヤ
ヽ
ヽ
ヽ

中国の金融アプリ普及のスピードは
日韓を大きく上回る

中国

韓 国

日本
016年
014年
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(注)米アップアニーの調査による
金融タプリのダウンロー ド数

1欧州の有機農業大国イタリア
:

日本 とイタ リアの農業の比較
口  共 ッr々 :17
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